
■新技術を用いた共同研修等による現場技能者の確保と育成

■産学連携や地域ネットワーク強化による開発・設計技術者の確保と育成

■i-shipping: IoT・ビッグデータを活用した運航支援・保守管理サービスの普及

■工作精度・品質の向上、工作・取付のスピードアップ

■造船工場の「見える化」： ＣＣＴＶ、個人センサー・ビーコンによる人の動きと作業のデータ化、部品・製品用ICタグによるモノの動きのデータ化

■省エネ装置開発を流れの数値シミュレーション（CFD)活用で迅速化・ 水槽試験能力の増強
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売 上 6兆円
雇用増 1万人※1
経済波及効果 45兆円※2

日本

中国

韓国 ６８百万総トン

20% 13百万総トン

日本

７５百万総トン

30%
22.5百万総トン

アウトカム

【運航】
顧客（海運）にとって

生涯通じての
高付加価値化

人材確保・育成

※1：2014年の12.5万人が建造量増加により、
13.5万人に増加。

※2： 経済波及効果は、10年間の売上増加分の
累積に経済波及効果係数2.5を乗じて試算。

2025年のシェア
３割を獲得

【短期 （2016～2017年度)】 【中期 （2018～2020)】 【長期 （2021～2025)】

この間にとるべき対策

水槽新設、水槽共同利用

CFD国際認証スキーム構築
船級との調整、IMOでの国際ルール化

海技研水槽の稼働率向上

CFDの精度向上
16年度～調査研究事業

16年度～
（共同利用）産業競争力強化法
（新設） 地方拠点強化税制、研究開発用施設の償却年数適用

高度就業管理、構内物流管理アプリケーションの実現 （各社）

18年度～ 制度構築事業

現場での3D図面（タブレット）、溶接ロボットの導入
16年度 生産性向上税制、16年度～中小企業経営強化法の認定（税制）

海運・造船・舶用の各コンソーシアムで開発

データ形式の国際規格化 認証制度の導入

国内関連規制の見直し、 ・保険料、入港料への反映

IMO国際基準への取り入れ（船体モニタリングの強制化など）

調査事業

16年度～技術開発支援

17年度～制度構築事業

企業の施設における産学共同研究を通じた人材育成

総合目標

個別目標

燃料のムダ使い解消
【2020】

故障による不稼働をゼロ
【2020】

大学造船系学科からの採用
1,500人（50%増）

【2016–2025 計】

地域共同技能研修
10年で5,000人（50%増）

【2016–2025 計】

現場生産性 50%増
【2025】

(一人当たり建造量)
1989年： 68 総トン/人
2014年： 170
⇒2025年：250

新船型開発期間を半減
【2025】

省エネ性能20%優位を維持
【2016～2025】

■水槽試験能力の増強と数値シミュレーション（CFD)活用拡大による船型開発能力の向上

■造船工場の「見える化」： ＣＣＴＶ、個人センサー・ビーコンによる人の動きと作業のデータ化、部品・製品用ICタグによるモノの動きのデータ化

応用研究 （ヒトの動き把握）

部品のICタグ開発・FS

実証試験・ガイドライン作り

17年度～ 技術開発支援

■i-Shipping: IoT/ビッグデータを活用した運航支援・保守管理サービスの普及

【建造】
IoTフル活用のスマート･

シップヤード

【開発・設計】
新船型投入を最速で

15年度～モデル事業・ガイドライン作り

付録２

■産学連携や地域ネットワーク強化による開発・設計技術者の確保と育成

大学・高校造船系学科と企業とのネットワーク強化

16年度～地方創生交付金等

■新技術を用いた共同研修等による現場技能者の確保と育成

造船技能開発センターの機能拡充（3D-CADやVR塗装訓練機）

15補正・16年度～地方創生交付金等

■工作精度・品質の向上、工作・取付のスピードアップ

レーザー溶接新技術・アシストスーツ・船体ブロックの歪自動計測
～16年度 研究開発、 17年～実用化・普及


